
身元特定DNA鑑定会議

戦没者遺骨鑑定センター運営会議

戦没者遺骨鑑定センター

所属集団判定担当

センター企画運営調整官
所属集団判定会議

身元特定担当

技術調整担当

センター長

○ 戦没者遺骨の鑑定に関する研究

・最新の技術、研究の実務への応用を目指す

○ 諸外国の鑑定機関との共同鑑定

業務内容

○ 遺骨の科学的な鑑定

・日本人か否かの所属集団判定（形質鑑定、DNA鑑定）

・遺族との身元特定

○ 遺骨収容に関する技術的事項

※分析施設の設置も検討

※社会・援護局に設置（令和２年７月16日に大臣伺い定めとして立上げ）

センターの体制

【専門家の参加する会議】

企画運営担当

戦没者の遺骨収集に
関する有識者会議

戦没者遺骨鑑定センターの運営を含む遺
骨収集事業全般について、定期的に報告
し、外部有識者の意見をいただく
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【各会議の検討状況】
〇戦没者遺骨鑑定センター運営会議の議論の状況
・会議の進め方について
運営会議の主な議題、当面の検討課題等を整理。
ｰ 令和３年度以降のセンター組織体制
ｰ 鑑定機関における鑑定数を増加させるための方策 等

・遺骨収集事業（収集及び鑑定）の概要について
これまでの遺骨収集事業の取組状況等を報告。

〇所属集団判定会議の議論の状況
・ 所属集団判定会議について

当面の検討課題等を整理し、日本人と判定する基準、遺骨収容に関する技術の向上等について、検討していくこととされ
た。

・国際的なデータベースを基に日本人と判定する基準について

国際的なデータベースを基に日本人と判定する基準（以下「判定基準」という。）を設定するに当たり整理すべき事項につ
いて議論を行いました。今後さらに具体的な判定基準を議論していくこととされた。
判定基準の議論を行う際、令和元年８月に検体を収集したカザフスタン（第347収容所レニノゴルスク市）埋葬地の14検体
のDNAデータ等を資料として検討した。

14検体のうち、２検体については日本人の遺骨である蓋然性が低く、その他の12検体については日本人の遺骨である蓋
然性があるが、判定結果を確定するには至らず、引き続き、判定基準を含め議論を行い、日本人の遺骨であるか否かを判
定することとされた。

※ 上記２検体については、外務省を通じて、カザフスタン共和国に対し、今後の取扱い（返還手続）について、協議を行い

たいことを伝達した。

戦没者遺骨鑑定センターの取組状況について

【スケジュール】
７月16日 厚生労働大臣伺い定め室として立ち上げ
７月17日 戦没者遺骨鑑定センターの立ち上げをプレスリリース
７月29日 第１回戦没者遺骨鑑定センター運営会議、第１回身元特定DNA鑑定会議
７月31日 第１回所属集団判定会議
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〇身元特定DNA鑑定会議の議論の状況
・鑑定結果の確認について
今回63件（遺族からの申請件数）について鑑定を行った。
血縁関係の判定を行ったものが52件。このうち、血縁関係が確認できるとされたものが３件。血縁関係の確認ができな
いとされたものが49件。その他、11件については、より精度を高めた分析、DNA型の追加検査等が必要とされ、今後再確
認することとなった。

・キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁にて収容された米国ＤＰＡＡ管理下のアジア系遺骨の身元特定について

キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁にて収容された米国ＤＰＡＡ（米国国防総省捕虜・行方不明者調査局
（Defense POW/MIA Accounting Agency））管理下のアジア系遺骨については、昨年、米国ＤＰＡＡより、日本及び韓国に対
しＤＮＡ鑑定等のための検体が提供され、以来、日米韓の専門機関が身元特定のためのＤＮＡ分析等を実施している。
今般、そのうちの１柱について、日本人遺族との間に血縁関係があるとの結果を得て8月26日に公表した。
今回身元が特定されたご遺骨は、現在、ハワイにおいて保管されているため、新型コロナウイルスの感染拡大による渡
航制限が解除された後、ご遺骨を日本へ送還する予定。

なお、今回身元が特定された戦没者の氏名等については、ご遺族のご了解が得られた場合に、別途、都道府県を通じ
て公表する予定。

この１柱に加えて、もう１柱日本人遺族との間に血縁関係があるとの結果が得られた。（米国及び米国を通じて韓国も結
果を確認済み。）
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所属集団判定会議(第１回)について 

 

遺骨収集事業においては、本年５月に公表した「戦没者遺骨収集事業及び事業実

施体制の抜本的な見直しについて」（以下「見直し方針」という。）に基づき、検

体のみを持ち帰り、日本人の遺骨であると判定された場合に、検体以外の部位を持

ち帰ることとしています。 

この日本人の遺骨と判定するための専門家の会議として「所属集団判定会議」が

設置され、初めての会合が去る７月31日に開催されました。 

この会議の議事要旨については別途公開いたしますが、初めての会合であること

も踏まえ、その会議での検討状況について公表します。 

 

※所属集団判定会議 

「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において、ロシアで収容された遺骨の一部に

ついて、日本人の遺骨ではない可能性が指摘されていたにもかかわらず、適切な

対応がなされていなかったことから、有識者会議の意見を踏まえ、遺骨収集事業

の見直しを行い、本年５月に見直し方針を公表しました。 

見直し方針においては、日本人の遺骨であるかの判定を、専門家による会議で

行うこととしており、所属集団判定会議は、そのための会議として、戦没者遺骨

鑑定センターの立上げに合わせて、設置したものです。 

 

１ 所属集団判定会議について 

・当面の検討課題等を整理し、日本人と判定する基準、遺骨収容に関する技術の

向上等について、検討していくこととされました。 

 

令和２年９月４日 

【照会先】 

・鑑定に関すること 

社会・援護局事業課鑑定調整室 

  室長補佐 萩原 竜佑（内線3439） 

（直通番号）03-3595-2228 
・遺骨収集に関すること 

社会・援護局事業課事業推進室 

  室長補佐 渡邉 幸信（内線3457） 

 （直通番号）03-3595-2469 



２ 日本人遺骨の判定について 

・国際的なデータベースを基に日本人と判定する基準について 

国際的なデータベースを基に日本人と判定する基準（以下「判定基準」とい

う。）を設定するに当たり整理すべき事項について議論を行いました。今後さら

に具体的な判定基準を議論していくこととされました。 

判定基準の議論を行う際、令和元年８月に検体を採取したカザフスタン（第

347収容所レニノゴルスク市）埋葬地の14検体のDNAデータ等を資料として検討

しました。 

14検体のうち、２検体については日本人の遺骨である蓋然性が低く、その他の

12検体については日本人の遺骨である蓋然性があるが、判定結果を確定するに

は至らず、引き続き、判定基準を含め議論を行い、日本人の遺骨であるか否かを

判定することとされました。 

 

  ※ 昨年８月に検体を採取した上記の事例においては、過去にロシアで収容さ

れた遺骨の一部に日本人でない遺骨が含まれている可能性があるとの指摘を

踏まえ、現地に派遣した日本人鑑定人が慎重に骨の形質鑑定を行い、日本人

の遺骨であることに少しでも疑義がある場合には検体のみを持ち帰り、その

他の部位は現地に未焼骨で保管するという方針の下で実施しました。 

上記２検体については、骨の形質鑑定において、ヨーロッパ系とアジア系

の特徴を併せ持つ遺骨であると判断したため、DNA鑑定に必要な最小限の量の

遺骨（歯など）を検体として持ち帰り、その他の部位は現地に再埋葬してい

ます。 

なお、今後行われる遺骨収集においては、本年５月に定めた新たな遺骨収

集の手順に基づき、日本人の遺骨である蓋然性が高い場合のみ検体を持ち帰

り、それ以外の場合は持ち帰らないこととしており、今後は当該２検体のよ

うなケースでは検体も持ち帰らない取扱いとなります。 

上記２検体については、外務省を通じて、カザフスタン共和国に対し、今

後の取扱い（返還手続）について、協議を行いたいことを伝達しました。 

 

※ 本プレスリリースは、カザフスタン共和国との調整を行い、調整を終えたこ

とから、今般公表に至ったものです。 

 

（資料） 

○別添１：所属集団の判定について 

〇別添２：カザフスタン（第 347 収容所レニノゴルスク市）埋葬地で採取した検体に

ついて 



所属集団の判定について

○ 「遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本的な見直し」において、DNAによる所属集団の鑑定は、①WEB上のデータベー
スを参照したDNA分析、②次世代シークエンサによるSNP分析の２段階で行うこととしている。

①については、STR型を基本とした分析（YｰSTR、ミトコンドリアDNA）を行い、国際的に利用されているWEB上のデータベー
ス（YHRD、EMPOP）を参照し、日本人の遺骨であるかを判定することとしている。この方法では、アジア系、ヨーロッパ系、ア
フリカ系の分類は可能であるが、それ以上の分類については、困難な場合が多い。

※別添２のカザフスタンの遺骨で日本人の蓋然性が低いとされた２検体については、この方法でヨーロッパ系とされたもの。

②については、次世代シークエンサを用いて、多数のSNPを解析することで、①で判定できない場合に更に詳細に遺伝的な
集団の分類が可能とされるもの。

○ ①、②において、日本人と判定する基準については、所属集団判定会議において議論することとしている。

○ 第１回所属集団判定会議においては、日本人と判定する基準についての整理すべき事項を示し、昨年８月に検体を採取
したカザフスタン埋葬地の遺骨のDNAデータ等を資料として提示し議論を行った。判定基準については引き続き議論するこ
ととしており、カザフスタンの14検体についても、判定結果が示されたものではない。

別添１



カザフスタン（第347収容所レニノゴルスク市）埋葬地で採取した検体について

○ 令和元年８月に標記埋葬地において、検体の採取を行い、遺骨（14柱）について所属集団の判定を目的とした
DNA鑑定に必要な最小限の量の遺骨（歯など）（14検体）のみを持ち帰り、その他の部位は現地に再埋葬した。

○ これら14検体については、令和２年５月21日に公表した「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本的な見
直しについて」に基づき、鑑定機関においてDNAの分析（Y染色体STR型、ミトコンドリアDNA）を行った上で、その鑑
定結果について「第１回所属集団判定会議」（令和２年７月31日開催）において議論した。

○ その結果、14検体のうち、２検体については日本人の遺骨である蓋然性が低いとの判定結果が示され、その他
の12検体については日本人の遺骨である蓋然性があるが、「第１回所属集団判定会議」で示されたデータを踏ま
え、引き続き、日本人と判定する基準を含め議論を行い、日本人の遺骨であるか否かを判定することとしている。

○ この２検体については、外務省を通じて、カザフスタン共和国に対し、今後の取扱い（返還手続）について、協議
を行いたいことを伝達した。

○ なお、上記２検体については、現地に派遣した日本人鑑定人が行った形質鑑定において、ヨーロッパ系とアジア

系の特徴を併せ持つ遺骨であると判断したものであり、昨年８月の時点では当該検体を持ち帰る取扱いとしていた。
（昨年度の海外における遺骨収集は、同様の取扱いのもと12月まで実施。）
今後行われる遺骨収集においては、本年５月に定めた新たな遺骨収集の手順に基づき、日本人の遺骨である

蓋然性が高い場合のみ検体を持ち帰り、それ以外の場合は持ち帰らないこととしており、当該２検体は持ち帰らな
い取扱いとなる。

【参考】「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本的な見直しについて」 （抄）
・ 日本人の遺骨である蓋然性が高い場合に、DNA鑑定用の検体（遺骨の一部）を採取して持ち帰り、他の部位は未焼骨のまま現地
で保管。
・ 検体のDNA分析等を行い、専門家による総合的な判断を実施。日本人の遺骨であると判定された場合に、検体以外の部位を現地
で焼骨し、持ち帰る。
・ なお、日本人の遺骨である蓋然性が低いとされた場合、相手国に協議した上で検体を原則返還する。

別添２
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キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁にて収容された 

米国ＤＰＡＡ管理下のアジア系遺骨の身元特定について 
 

 

キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁にて収容された米国ＤＰＡＡ（※１）

管理下のアジア系遺骨については、昨年、米国ＤＰＡＡより、日本及び韓国に対しＤ

ＮＡ鑑定等のための検体が提供され（※２）、以来、日米韓の専門機関が身元特定の

ためのＤＮＡ分析等を行っているところです。 

 

厚生労働省においては、昨年５月以降、都道府県を通じ、タラワ環礁における戦

没者のご遺族の調査を行い、検体の提供を呼びかけ、ご遺族から提供された検体と米

国ＤＰＡＡから提供された検体の照合を行っております。今般、１柱について、日本

人遺族との間に血縁関係があるとの結果を得ましたのでお知らせいたします。 

 

当該鑑定結果については、米国ＤＰＡＡを通じて、韓国における分析結果と一致

したことを確認したところであり、今回の米国及び韓国の取組について感謝いたしま

す。厚生労働省としては、今後も関係国との協力関係を強化し、ご遺骨の身元特定を

進めてまいります。 

 

また、今回身元が特定されたご遺骨は、現在、ハワイにおいて保管されているた

め、新型コロナウイルスの感染拡大による渡航制限が解除された後、ご遺骨を日本へ

送還する予定です。 

なお、今回身元が特定された戦没者の氏名等については、ご遺族のご了解が得ら

れた場合に、別途、都道府県を通じて公表する予定です。 

 

 

※１ 米国ＤＰＡＡ･･･米国国防総省捕虜・行方不明者調査局 

（Defense POW/MIA Accounting Agency） 

※２ 合計 162 検体 

令和２年８月26日（水） 

【照会先】 

社会・援護局事業課鑑定調整室 

（戦没者遺骨鑑定センター）  

＜鑑定結果について＞ 

室長補佐 萩原 竜佑（内線3439） 

＜米国ＤＰＡＡについて＞ 

係長 鳥羽 有沙弥 (内線4513) 

（代表番号）03(5253)1111 

（直通番号）03(3595)2228 

 


